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⑧産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（産活法）
に基づく登録免許税の特例措置の延長
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ＲＯＥ、ＲＯＡの年度推移
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ヒトの生産性 モノの生産性 カネの生産性
（単位：万円）

従業員一人当たり付加価値 有形固定資産回転率 ＲＯＥ、ＲＯＡ

○世界的な金融危機後の景気低迷から脱し、収益と雇用の拡大が求められている中、我
が国生産性の向上を実現するためには、他者と一体となって行う合併・分割等といった抜
本的な取組を政策的に支援することが必要。

○こうしたことから、企業規模・業種にかかわらず、産活法で定める基準に基づき主務大
臣の認定を受けた者に限定して再編等に伴う取引コスト（登録免許税）を軽減する措置を
講じ、我が国経済の活力の再生・発展に努める。
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租税特別措置法

第８０条第１項

通常の

税率

産活法

の特例
軽減率

1号 0.7% 0.35% 0.35%

2号 0.15% 0.1% 0.05%

（括弧書きの部分） 0.7% 0.35% 0.35%

3号 分割 0.15% 0.1% 0.05%

（括弧書きの部分） 0.7% 0.35% 0.35%

土地 2.0% 1.6% 0.4%

建物 2.0% 1.6% 0.4%

船舶の所有権の取得 2.8% 2.3% 0.5%

不動産 0.4% 0.2% 0.2%

船舶 0.4% 0.3% 0.1%

不動産 0.8% 0.2% 0.6%

船舶 2.8% 1.2% 1.6%

措置の内容

5号

4号（売買）
不動産の所有権の取得

合併時

分割時

（資本金が増加する場合の分割）

（資本金が増加する場合の合併）

合併

会社の設立、資本金の増加

産活法に基づく「事業再構築計画」、「経営資源再活用計画」、「経営資源融合計画」及び
「資源生産性革新計画」の認定を受けた事業者は、当該認定計画に係る下記の登記につ
いて、登録免許税の軽減措置を受けることができる。

措置の概要
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出典：財務省「法人企業統計」より経済産業省作成
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＜合理性＞
○本措置は産活法に基づき措置されている。

○産活法は、我が国経済の生産性向上を目的としているが、最近の厳しい経済情勢によ
り平成20年度の日本のＲＯＥ、ＲＯＡは急激に低下しているため、引き続き措置が必要。

⑧．産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づく登録免許税の特例措置の延長

＜相当性＞
○他の類似の制度は存在しない。

○産活法で定める基準を満たし、国が認定した計画に従って実施する取組に限定して措
置される。計画認定時と計画終了時に計画の内容・実績を公表している。

○景気低迷等の想定外の事情により目標達成が困難になる事業者も存在するが、主務
大臣が計画の達成状況を定期的に確認することで、計画に記載した取組を着実に行わ
せることに加え 目標達成に向け追加的な取組を求めること等により 事業者の最大限

＜有効性＞

○認定計画の約９割が本措置を活用している。全ての業種において利用できる制度であ
り、実績においても業種・規摸に偏りはない。

○本措置の適用を受けた計画のＲＯＥ、ＲＯＡは、それぞれ11.8％、3.8％増加し、全計画
が7.0％、3.0％に留まっているのと比較して、本措置は政策手段として有効。

○本措置の適用を受けた企業は、計画前後で法人税額等が約1300億円増加している。本
措置による減収額約170億円と比較して、その向上幅は大きい（※）。
※対象は、平成１５年改正以降に経済産業省が認定をした計画のうち、本措置を活用し、かつ法人税額等の実績値を把握できた１３０件

【創設年度：平成11年度、平成22年度減収見込額54億円、適用計画18件(平成20年度)】

中小企業案件の割合

・平成１５年度～平成 ２０年度
(全省庁）
・中小企業案件数：中小企業
者を申請者に含む計画数
・中小企業基本法に基づく
中小企業者

中小企業案件

出典：経済産業省調べ

基準

年度

最終

年度

ＲＯＥ -5.1% 6.7%

ＲＯＡ -1.7% 2.1%

-6%

-4%

-2%
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8%

基準

年度

最終

年度

ＲＯＥ -1.2% 5.8%

ＲＯＡ -0.7% 2.3%

-6%

-4%

-2%
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本措置適用の有無によるＲＯＥ、ＲＯＡの向上率

本
措
置
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画
の
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均

全
て
の
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画
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均

+11.8%

+3.8%

+7.0%

+3.0%

せることに加え、目標達成に向け追加的な取組を求めること等により、事業者の最大限
の努力を引き出している。

本措置の適用実績

本措置の過去の活用実績は以下のとおり。
〔①本措置を利用した計画の認定件数〕 〔②適用件数（本措置の適用を受けた登記の件数）〕

出典：法務省「民事・訴訟・人事統計年報」

年度 H18 H19 H20 H21
(10月末)

件数 ２６ ２１ １８ １６

年度 H18 H19 H20

件数 ９１２ ４５８ ９９４

※①と②の件数が相違する理由は、1つの認定計画において複数の登記が生じるためであり、特に不動産の移転登記につ
いては、1つの認定計画において土地や建物毎に多数の登記が生じる場合があり、適用件数はそれを反映しているため。
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○世界経済減速に伴う景気後退の影響を受け、地域経済に貢献している収益性のある事
業を有する中小企業さえも事業存続の危機。地域の経済や雇用を担う中小企業の再
生を図り、地域経済の活性化を図ることが重要。

○ 中小企業再生支援協議会における再生計画では、債権放棄を伴う再生手法の７０％程
度が第二会社方式である。

○私的整理での債権放棄を伴う抜本的な事業再生には直接放棄方式と第二会社方式の
２つの方式がある。第二会社方式では、存続する事業は同一であり何ら変更が生じな
いにもかかわらず、直接放棄では発生しない登録免許税等が発生。これを軽減するこ
とにより、第二会社方式による中小企業の事業再生支援を推進する。

⑨中小企業の事業再生税制 （登録免許税）

◆計画策定支援完了案件における財務面手法の推移◆第二会社方式スキーム図

収益性の
ある事業

収益性の
ある事業

切り離し過剰
債務

存続

（事業譲渡）

出資

スポンサー

第二会社中小企業

ある事業ある事業

不採算部門

債務 （事業譲渡）
（会社分割）

特別清算など
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⑨中小企業の事業再生税制 （登録免許税）

＜合理性＞
○本措置の政策目標は、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（以

下「産活法」。）に基づき、 「中小企業承継事業再生計画」を認定し、地域の経済や雇用
を担う中小企業の再生を推進することにより、地域経済の活性化を図る こと。

○中小企業再生支援協議会における相談件数及び再生計画策定支援の件数も増加傾向
にあることから、政策目的の達成は道半ばの状況。引き続き、本税制措置により第二会
社方式の活用促進を図り、再生の機会をより多く提供することが政策目標の達成には
必要。

＜有効性＞
○本制度は、本年６月２２日の産活法施行後に運用を開始。再生計画の策定には少なく

とも３ヶ月必要であり、１０月１日にようやく第１号案件を認定。

○目標の年間１００件の認定件数を達成すべく、中小企業再生支援協議会等と連携し、
着実な制度の運用に努めているものの、本年度は残期間が短いこと及びリーマン
ショック以降、事業や収益改善の見通しが立てにくく難しい案件が増加しているため、
認定件数は３０件程度と見込まれる。当該３０件の雇用が維持されると、再生の効果
として約２，３００名の雇用確保が実現する。

【創設年度：平成21年度、平成22年度減収額：１．８億円】

＜相当性＞
○予算措置として、中小企業再生支援協議会事業（21fy予算額：約45億円）を実施。当該

事業は専門家による窓口相談等、再生計画策定段階における支援であり、再生計画の
実行段階を支援する本税制とはその段階が異なっている。

○本制度は事業承継時に雇用の８割を確保する要件を課しているが、事業再生局面では
特に外部環境等のやむを得ない事情により追加的なリストラが必要になり、計画期間中
も雇用確保を維持することは困難な場合もあることから、計画期間中の雇用維持につい
ては努力義務としている。

新規支援開始件数の年度推移
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⑩石油化学製品の製造のため消費される揮発油の免税等 （揮発油税）

○石油化学産業は、我が国産業と国民生活を支える重要な基礎素材産業。

○エチレンは１０万円／ｔ （２００９年１０月末）の値段に対し、 ±１，０００円強／ｔ程度の値差で

ギリギリの競争を行っている商品。

○世界に類のない石化原料課税を行えば、国際的なイコールフッティングが成り立たず、

石化産業は存立困難（仮に現行の揮発油税の１％（５３８円／ＫＬ）の課税でも、エチレン

では１，１６０円／ｔ のコストアップ。転嫁しなければ３００億円の負担となり、エチレンセン

ター全社の合計利益（１１社の過去３年平均営業利益７８０億円）の大半が喪失。 ）

○石化原料に課税を行えば、石化産業は退出し、増収どころか、法人税収も無くなる。

現行制度スキーム

石
油
化
学
製
品

日本

ナフサ等 ナフサ等

国民生活に広く浸透

家電製品

自動車部品

免税・還付

国際的なイコール
フッティング

揮発油税
地方揮発油税

53,800円/KL

石
油
化
学

製
品

輸
出・石化用原料ナフサに課税

されると国産品は競争力喪失
・輸入石化製品から徴税する

のは現実的に不可能

海外

ナフサ等

化粧品

衣類

洗剤

8.0 8.4 8.1 8.1

2.0 1.8 2.1 2.1

8.1

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

シンガポール 韓国 日本 日本＋税

エチレンコスト構造

税

固定費

変動費

コスト（万円/ｔ）

・揮発油税
・石油石炭税

・人件費
・償却費
・本社管理、

金利等

・原料費等

10.0 10.2 10.2

18.5

原油：＄80/バレル
の試算
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＜合理性＞

○石油化学製品の原料について、諸外国では課税をしていない。石油化学産業の存立の観点

から国際的なイコールフッティングを確保することが必要。

○化学製品の低廉かつ安定的な供給、価格転嫁を進めにくい中小企業（プラスチック製品製造

業で約２万事業所）の経営安定等の観点から免税が必要。

○石油化学産業の製品は生産に際して消費するＣＯ２よりも、ＣＯ２削減に寄与する物質が多く、

ライフサイクルでは生産時に排出するＣＯ２の２．７倍～４．２倍のＣＯ２削減効果を有する。温

暖化対策にも有効。

○石油化学製品製造用ナフサへの課税は、マニフェストとの関係でも疑問。

揮発油税については、地球温暖化対策税と一本化する方針がマニフェストで掲げられており、温暖

化対策の税であれば、原料に課税する根拠はない。

⑩石油化学製品の製造のため消費される揮発油の免税等 （揮発油税）

＜＜諸外国における課税状況＞＞

（出所）石油化学工業協会調べ

石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用

揮発油 53,800 免税 有税 課税外 有税 課税外 有税 課税外 有税 免税 有税 免税 有税 課税外 有税 課税外

日本 アメリカ イギリス ドイツ 韓国 中国 台湾 シンガポール

将来的には、ガソリン税、軽油引取税は「地球温暖化対策税（仮称）」として一本化。・・・

＜有効性＞

○輸入ナフサを使用する全ての石油化学企業の事業者が本措置を利用。また、石油化学製品

を利用する中小企業にも効果が均霑。

○免税措置により石油化学産業が存立。世界に類のない石化原料課税により、石油化学産業

が在立できなくなれば、本措置廃止に伴う税収見込額が、そもそも失われることに加え、化学

産業が平成２０年度に納税した法人税等約１．１兆円（金融保険業界の納税額と同規模。）や

石化業界約8万５千人を始め、化学関連産業の約７０万人の雇用も脅かされる。

＜相当性＞

○生産量は予め予測できないことから、補助金では予算を適切に手当てすることは不可能。

その他の手段での公平な措置は困難。

○中小企業をはじめ、我が国産業全体の国際競争力の確保、経営の安定性に大きな影響があ

る。石油化学産業は海外展開も進む産業であり、課税されれば石油化学産業とそれに連な

る中小企業は存立できず、雇用、ＧＤＰ等が全て失われる。国際的な競争条件の中立性を確

保するための必要かつ最低限の措置である。

＜海外展開の例＞
エチレンプラントがサウジアラビア（三菱化学、住友化学）、シンガポール（住友化学）に進出。
国内の競争力が無くなれば更に海外移転が加速。130万ｔ／年規模のプラントでも、３年半で完成。

⑩－２

地球温暖化対策税の導入を検討する。その際、地方財政に配慮しつつ、特定の産業に過度の
負担とならないように留意した制度設計を行う。

（民主党マニフェストより抜粋）



○日本国内の石油化学コンビナートを直撃。

（鹿島（神栖市））
5,800人（12％）
1兆0,500億円（50％）

【京葉地区】
（市原市）
9,300人（9％）
2兆0.800億円（41％）

（袖ヶ浦市）
2,500人（12％）
5,500億円（47％）

（川崎市川崎区）
6,600人（4％）
1兆0,300円（28％）

（大阪府高石市）
2,100人（10％）
3,900億円（78％）

（四日市）
8,000人（5％）
9,700億円（36％）

（倉敷市（水島））
6,000人（3％）
1兆1,200億円（25％）

（周南市）
6,400人（8％）
9,200億円(48％）

（大分）
2,600人（1％）
6,300億円（24％）

●コンビナート心臓部のエチレンプラントが競
争力を失えば、コンビナート全体が縮小。

●コンビナート周辺の製造業や、商店街等の
サービス業も、縮小。

●地域経済までも壊滅。

（地域名）
・地域の化学産業従業者数（地域全従業者数に占める割合）
・地域の化学産業の出荷額（地域製造業に占める割合）
※化学産業（化学工業とプラスチック製造業）

平成１９年度工業統計 及び 平成１８年度事業所・企業統計

■さらに、石油精製の出荷の約１割を占める国産ナフサの需要もなくなり、石油精製業の

安定操業にも甚大な影響（石油精製業やコンビナートの存続にも影響）。

→ 石油製品は連産品であり、装置的にナフサのみを減産することが困難なため、設備全体の稼働率

の低下等により、石油製品（ガソリ ン、灯軽油等）の安定供給や国民生活に影響が生じるおそれ。

⑩石油化学製品の製造のため消費される揮発油の免税等 （揮発油税）

⑩－３

○エチレンプラント停止の事例

■２００１年にエチレンプラントの稼働

を停止した三菱化学の四日市工場

については、コンビナートに大きな

影響が生じた。



○石油化学産業は、我が国産業と国民生活を支える重要な基礎素材産業。

○エチレンは１０万円／ｔ （２００９年１０月末）の値段に対し、± １，０００強円／ｔ程度の値差

でギリギリの競争を行っている商品。

○世界に類のない石化原料課税を行えば、国際的なイコールフッティングが成り立たず、

石化産業は存立困難（２，０４０円／ＫＬの石油石炭税はエチレン４，４００円／ｔ のコスト

アップに相当し、競争力を喪失。）。

○石化原料に課税を行えば、石化産業は退出し、増収どころか、法人税収も無くなる。

⑪石油化学製品製造用輸入ナフサ等の石油石炭税免税措置 （石油石炭税）

現行制度スキーム

石
油
化
学
製

日本

ナ サ等 ナ サ等

石油石炭税
2,040円/KL

国民生活に広く浸透

家電製品

免税・還付

国際的なイコール
フッティング

石
油
化
学

製
品

製
品

輸
出

・石化用原料ナフサに課税され
ると国産品は競争力喪失

・輸入石化製品から徴税する
のは現実的に不可能

海外

ナフサ等 ナフサ等

ナフサ等

自動車部品

化粧品

衣類

洗剤

石油石炭税が石油化学製品原料のナフサに課税された場合、
１，１００億円の課税。

この金額は、エチレンセンター１１社の石油化学部門の過去３
年間の平均営業利益７８０億円を上回る。

⑪－１



＜合理性＞

○石油化学製品の原料について、諸外国では課税をしていない。石油化学産業の存立の観点

から国際的なイコールフッティングを確保することが必要。

○化学製品の低廉かつ安定的な供給、価格転嫁を進めにくい中小企業（プラスチック製品製造

業で約２万事業所）の経営安定等の観点から免税が必要。

○石油化学産業の製品は生産に際して消費するＣＯ２よりも、ＣＯ２削減に寄与する物質が多く、

ライフサイクルでは生産時に排出するＣＯ２の２．７倍～４．２倍のＣＯ２削減効果を有する。温

暖化対策にも有効。

＜有効性＞

○輸入ナフサを使用する全ての石油化学企業の事業者が本措置を利用。また、石油化学製品

を利用する中小企業にも効果が均霑。

○免税措置により石油化学産業が存立。世界に類のない石化原料課税により、石油化学産業

が在立できなくなれば、本措置廃止に伴う税収見込額が失われることに加え、化学産業が平

成２０年度に納税した法人税等約１．１兆円も脅かされる。（金融保険業界の納税額と同規

模。）

＜相当性＞

【創設年度：昭和５３年度、平成22年度減収額：５５０億円】

⑪石油化学製品製造用輸入ナフサ等の石油石炭税免税措置 （石油石炭税）

諸外国における課税状況

（出所）石油化学工業協会調べ

＜相当性＞

○生産量は予め予測できないことから、補助金では予算を適切に手当てすることは不可能。

その他の手段での公平な措置は困難。

○中小企業をはじめ、我が国産業全体の国際競争力の確保、経営の安定性に大きな影響があ

る。課税されれば石油化学産業とそれに連なる中小企業は存立できず、雇用、ＧＤＰ等が全

て失われる。国際的な競争条件の中立性を確保するための必要かつ最低限の措置である。

石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用 石化以外 石化用

原油 × × × ×

揮発油 ○ ○

灯油 × ×

軽油 ○ ○

LPG 670 × ×

○：有税 ×：無税

シンガポール日本 アメリカ イギリス ドイツ 韓国

課

税

外

免

税

2,040

○ ○
○

免

税

課

税

外

課

税

外

課

税

外
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○ 石油化学は、プラスチック加工・成型を担う中小企業や、自動車や電気・電子といった川
下産業に広く素材を供給し、国民生活を下支え。

○ 石油化学製品の原料となるナフサ等に課税を行うことは、化学製品の低廉かつ安定的
な供給に支障。国際競争力の観点から輸入ナフサの免税措置が講じられており、輸入
ナフサと国産ナフサのイコール・フッティングを図るため国産ナフサの還付措置が必要。

⑪石油化学製品製造用国産ナフサ等の石油石炭税還付措置の延長（石油石炭税）

ナ
フ
サ

原
油

石油石炭税：

ナ
フ
サ

石
化
設
備
へ

（９０条－４関係）

（９０条－５関係）

免税 （免税額：2,040円/kl）

2,040円/kl
石油石炭税：

石
油
化
学
製
品2,040円/kl

石油石炭 課税
精

製

輸入ナフサに比べて、

課税分だけ不利なので還付

競合

還付

国
産

輸
入

輸
入

(※免税制度は別途要望中) 諸外国では原料用途へ

は課税無し

【創設年度：平成元年度、平成２２年度減収見込み額：４８１億円】

＜合理性＞
○ 化学製品の安定供給等を図るため、石油化学製品製造用輸入ナフサについて免税措

置が講じられている中、輸入ナフサと国産ナフサ（原油を輸入して国内の製油所で精
製して得られるナフサ）のイコール・フッティングを確保することが合理的である。

○ 石油製品は連産品であり、原油からは一定の割合でナフサが生産されるため、仮に当
該措置がない場合には、輸入ナフサとの価格差が生じ、国産ナフサの販売が困難とな
り、石油の安定供給に支障を及ぼす怖れがあり、 当該措置は合理的である。

＜有効性＞

○ 国内で原油を精製し、国産ナフサを製造する全ての事業者（石油精製業者）が本措置
を利用しており、有効である。

＜相当性＞

○ 輸入ナフサと国産ナフサのイコールフッティングという政策目的を達成するため、本措
置は的確な政策手段であるとともに、課税の公平原則の観点からも、必要かつ適切な
措置であり、「相当性」が認められる。
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○ 農林漁業者の経営の体質強化を図るとともに、農林水産物の安定供給を確保する観
点から、農林漁業用輸入A重油の免税措置が必要。

⑫農林漁業用輸入Ａ重油の石油石炭税免税措置の延長 （石油石炭税）

【創設年度：昭和５３年度、平成２２年度減収見込み額：２．８億円】

農
林
漁
業
者
へ

石油石炭税 課税

石油石炭税 免税 （免税額：2,040円/kl）

競合

（９０条－４関係）

Ａ
重
油

2,040円/kl
石油石炭税 還付

2,040円/kl

精

製 （９０条－６関係）

原
油

輸
入

輸
入

Ａ
重
油 国

産

＜合理性＞
○ 農林漁業用A重油は、我が国の食料安定供給を支える農林漁業の主要生産資材であ
るため、当該措置がない場合には、農林漁業の経営が悪化し、食料の安定供給基盤
に支障を及ぼす怖れがあるため、当該措置は合理的である。

＜有効性＞
○ 輸入A重油を免税する当該措置により、経営費に占める燃油費の割合の高い多くの施
設園芸農家、漁業者等のコストの低減が可能となる。

＜相当性＞
○ 当該措置は、農林漁業用A重油の低廉かつ安定的な供給の確保及び農林漁業の経
営安定化という政策目的を達成するために、農林漁業用に限定した必要最低限の免
税措置であり、課税の公平原則の観点からも適切な措置であることから、「相当性」が
認められる。
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○ 農林漁業用A重油について輸入品の免税措置が講じられており、輸入A重油と国産A
重油のイコール・フッティングを図るため国産A重油の還付措置が必要。

⑫農林漁業用Ａ重油の石油石炭税還付措置の延長 （石油石炭税）

還付措置：【創設年度：平成元年度、平成２２年度減収見込み額：４６億円】

輸入Ａ重油に比べて、

課税分だけ不利なので還付

農
林
漁
業
者
へ

石油石炭税 課税

石油石炭税 免税 （免税額：2,040円/kl）

競合

（９０条－４関係）

Ａ
重
油

2,040円/kl
石油石炭税 還付

2,040円/kl

精

製 （９０条－６関係）

原
油

輸
入

輸
入

Ａ
重
油 国

産

＜合理性＞
○ 農林漁業用輸入A重油について免税措置が講じられる中、輸入A重油と国産A重油（原

油を輸入して国内の製油所で精製して得られるA重油）のイコール・フッティングを確保
することが合理的である。

○ 石油製品は連産品であり、原油からは一定の割合でA重油が生産されるため、仮に当
該措置がない場合には、輸入A重油との価格差が生じ、国産A重油の販売が困難とな
り、石油の安定供給に支障を及ぼす怖れがあり、当該措置は合理的である。

＜有効性＞
○ 国内で原油を精製し、国産A重油を製造する事業者（石油精製業者）が還付措置を利

用しており、有効である。

＜相当性＞
○ 輸入A重油と国産A重油のイコールフッティングという政策目的を達成するため、本措

置は的確な政策手段であるとともに、課税の公平原則の観点からも、必要かつ適切な
措置であり、「相当性」が認められる。

⑫－２
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○温室効果ガス25％削減を実現するには、再生可能エネルギー、とりわけ、太陽光発
電の導入を加速する必要がある。

○太陽光発電の運用に係る支出を軽減するため、非営利団体等による導入の場合を
含め、太陽光発電設備への固定資産税を軽減すべき。（現在、民間事業者のみで
導入する場合は軽減）

○なお、太陽光発電に関する補助金は、導入に必要な負担を軽減するものであり、運
用時の支出を軽減する本税制措置とは役割が異なるもの。

⑬太陽光発電設備に係る課税標準の特例の拡充（固定資産税）

2005年度
原油換算

約6億1千万kl

２０２０年に
１０％へ
（民主党

新政策案）

再生可能エネルギーの導入見通し

ＪＲ東京駅（設置予定規模319kW）一次エネルギー供給
に占める再生可能エ
ネルギーの導入量

（自治体との連携による導入）

【創設年度：H21年、減税額：3.3億円 】

導入時の補助金
固定資産税の

減免措置

民間事業者による導入
事業費の1/3以内を補助。
（新エネルギー等事業者支援対策事業）

３年間、２／３
に軽減

非営利団体、自治体による導入、
自治体と連携した導入

事業費の1/2以内を補助。
（地域新エネルギー等導入促進事業）

無し→
拡充を要望

住宅用太陽光発電の導入 1kWあたり7万円を補助。 （非課税）

支
出

固定資産
税額

1年目：86万円
2年目：75万円
3年目：65万円

収
入

売電収入
約116万円／年
（100kW ×8,760時間/年×12％×11円）

※出力100kWの設備を設置したケース（導入時 7,000万円）

導入当初は簿価が大きいの
で、固定資産税支払いのため
に、キャッシュフローが圧迫さ
れる。

太陽光発電設備保有後の収支

太陽光発電設備の導入に関する政府の支援

（自治体との連携による導入）

太陽光発電は稼働による収入が小さく、保有段階におけるランニングコストの低下、とりわけ固定資産税軽
減によるキャッシュフロー改善が有効。

＜参考＞今年度導入事業のうち８割以上が中小企業者 ⑬－１




